
総 務 委 員 会 

 

 

Ⅰ．総務委員会議題（総務委員会議決事項） 

○ 議題 

１．通達事項（別紙） 
２．学内委員会委員等の委嘱について（総Ｂ１号） 
３．受託研究、共同研究等の受入について（研Ｂ１号） 

   

○ 報告 

 １．運営諮問会議について（総Ｂ２号） 

２．寄附金・学術指導の受入について（研Ｂ２号） 
 

Ⅱ．拡大教授会、教授会上程議題の審議 

○ 報告事項 

１．総務委員会報告 

２．研究科長・学部長・研究所長合同会議等報告（総Ｂ３号） 

３．全学安全衛生管理室等会議・事故災害報告(総Ｂ４号)  

４．各委員会報告（経Ｂ１号）（経Ｂ２号）（教Ｂ１号） 

５．その他 

  ・教養学部／教育学部 Safer Space 共催ポストイット・アクションへの投稿について 

 

 ○ 議題 

１．教員人事（別紙） 

２．次期副研究科長予定者の選挙について（総Ｂ５号） 
３．次期評議員予定者の選考について（総Ｂ６号） 
４．東京大学大学院総合文化研究科・教養学部附属教養教育高度化機構に置かれる部門の組織を定める 

内規の一部改正について（総Ｂ７号） 
５．スプリット・アポイントメントの更新申請について（総Ｂ８号） 
６．微生物科学イノベーション連携研究機構について（研Ｂ３号） 
７．「共創研究」社会連携講座について（研Ｂ４号） 
 

○ 教員人事の内容 

   講   師    提  案    ３件 

准  教  授       提  案    ３件 

教   授    提  案    ３件 

         報  告    １件 

                            計 １０件 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------ 

（参考）２０２２年１２月１日総務委員会における拡大教授会、教授会上程議題 

○議題 

１．教員人事 

 

○報告事項 

１．総務委員会報告 
 
 

２０２２年１２月１５日 



[ 総務委員会 ] 

委 員 会 関 係 

                                       【総務委員会報告】       【教授会報告】 

 

 教 務 委 員 会                 
 

財  務  委  員  会  ・2022 年度 年度末執行に係る伝票等締切日について（経Ｂ１号） 
 ・2022 年度 収入支出見込（2022.11.30 現在）について（経Ｂ２号） 
 教 育 研 究 経 費 委 員 会   

 
 情 報 基 盤 委 員 会   
 
 入 試 委 員 会  ・令和５年度入試に伴う臨時措置（駒場キャンパス）について（教Ｂ１号） 
                       

 
 学 生 委 員 会   

 
      三 鷹 国 際 学 生 宿 舎 
      運 営 委 員 会  

 
 図 書 委 員 会  
                

 前 期 運 営 委 員 会 
 

 後 期 運 営 委 員 会   
                
 建 設 委 員 会   
 
 環 境 委 員 会                    
 

 防 災 委 員 会                   

 
そ の 他   

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



総務委員会議事要旨（案） 

 

日 時：２０２２年１２月１日（木） １３：１５～１４：１４ 

場 所：Ｚｏｏｍ会議 

出席者：５４名 

 

Ⅰ．総務委員会議題（総務委員会議決事項） 

○ 議題 

１．通達事項 

    研究科長から、通達事項について説明があり、了承された。 

 〇 報告事項 

    なし 

 

Ⅱ．拡大教授会、教授会上程議題の審議 

下記の報告事項・議題について拡大教授会に上程することとした。 

○ 報告事項
　１．総務委員会報告 

 

○ 議題
　１．教員人事 

 

○ 教員人事の内容 

   退出転出等           １件 

   講   師    提  案   ２件 

准  教  授        提  案   ５件 

  教   授    提  案  １１件            計１９件 

 

                                     以上 
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学内委員会委員等の委嘱について 

 

・委嘱事項 2 件                                                  2022.12.15 

 委 員 会 名 旧 委 員 新 委 員 規則上の任期 新委員の任期 

1 
ア ト 秒 レ ー ザ ー 科 学 研 究 機 構 

運 営 委 員 会 
             

まふね ふみたか 
真船 文隆 
教   授 

自 2022.11. 1 

至 2023. 3.31 

自 2022.11. 1 

至 2023. 3.31 

2 
ア ト 秒 レ ー ザ ー 科 学 研 究 機 構 

運 営 委 員 会 
             

はせがわ ひろかず 
長谷川 宗良 
准  教  授 

自 2022.11. 1 

至 2023. 3.31 

自 2022.11. 1 

至 2023. 3.31 

 

総Ｂ１号 
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2022年度

役職 氏名 所属

1 教授 開　一夫 広域システム
国立研究開発法人科学技
術振興機構

戦略的創造研究推進事業
（CREST）

ペダゴジカル情報基盤の設計と実
装

3,640,000
変更契約
変更後総額：48,457,500円

5 教授 植田　一博 広域システム
国立研究開発法人科学技
術振興機構

戦略的創造研究推進事業
（CREST）

人の関係性と発話表現・文脈依存
度の認知科学研究

1,144,000
変更契約
変更後総額：12,064,000円

21 教授 若本　祐一 相関基礎
国立研究開発法人科学技
術振興機構

戦略的創造研究推進事業
（ERATO）

微細流路培養による生体外での
共生進化大腸菌解析

2,531,100
変更契約
変更後総額：28,531,100円

46 准教授 小池　進介
進化認知科学
研究センター

国立研究開発法人日本医
療研究開発機構

国家課題対応型研究開発
推進事業・脳とこころの研
究推進プログラム（革新的
技術による脳機能ネット
ワークの全容解明プロジェ
クト）

双方向トランスレーショナルアプ
ローチによる精神疾患の脳予測性
障害機序に関する研究開発

572,000
変更契約
変更後総額：
169,572,000円

59 准教授 馬場　雪乃 広域システム
国立研究開発法人科学技
術振興機構

戦略的創造研究推進事業
（さきがけ）

行動経済学に基づく個人的・集団
的評価の数理モデルの開発

2,470,000
変更契約
変更後総額：12,129,000円

83 准教授 中村　優子
進化認知科学
研究センター

国立大学法人広島大学
（国立研究開発法人日本医
療研究開発機構）

国家課題対応型研究開発
推進事業・脳とこころの研
究推進プログラム（戦略的
国際脳科学研究推進プロ
グラム）

GE社、Siemens社製MRIによる国
際脳調和プロトコル（HARP）策定
のための旅行被験者によるデータ
収集とコイル間・ベンダー間画質
評価

3,250,000

84 教授 開　一夫 広域システム
国立研究開発法人科学技
術振興機構

ムーンショット型研究開発
事業（通常型）

分散発達研究データ基盤(a) 9,100,000

85 教授 柳原　大
生命環境

（身体運動）
H2L株式会社
（スポーツ庁）

令和４年度 Sport in Life 推
進プロジェクト「コンディショ
ニングに関する研究」

スランプの要因と解決策に関する
調査研究

1,494,383

事業名

研B　１-1　号

受託研究の受入について

2022年12月15日

No.
研究担当者

研究委託機関 研究題目 総額 備考
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2022年度

役職 氏名 所属

45 教授 瀬川　浩司 広域システム 恵和株式会社
ペロブスカイト太陽電池の製造プロ
セス開発

2022.1.1～2023.12.31 7,600,000
研究費総額：15,200,000円
2021年度～2022年度：
7,600,000円／年

46 教授 成田　憲保 広域システム
大学共同利用機関法人自然
科学研究機構アストロバイ
オロジーセンター

MuSCAT4による初期研究成果の創
出

2023.1.1～2025.3.31 74,000,000

47 准教授 佐々木　一茂
スポーツ先端科学
連携研究機構

株式会社TWO
プラントベースフードとウェルビーイ
ング

2022.12.1～2025.11.30 11,000,000
研究費総額：33,000,000円
2022年度～2024年度：
11,000,000円／年

研B　１-2　号

2022年11月24日

共同研究の受入について

No.
研究担当者

共同研究機関 研究題目 研究期間 総額 備考
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東京大学大学院総合文化研究科・教養学部 第九期運営諮問会議 
第 2回会議 

 
諮問事項「総合文化研究科・教養学部と社会との連携」 

 
 
この二十数年間で、日本の大学の在り方を大きく変えた歴史的な変化が国立大学の法人

化でした。法人化の成否の議論は別の機会に譲りますが、法人化の効果として大学と社会の
垣根が低くなったのは事実です。今日、大学では教育、研究、人事、運営のすべての点にお
いて、社会との双方向の連携が図られています。また、大学は社会によって支えられ、社会
に対して還元を図ることがその機能の一つであるという認識は、より強く共有されてきて
います。 
東京大学は、藤井輝夫総長のもとで中期的な弊学の指針となる『UTokyo Compass』を昨

年 9月 30 日に公表しています。柱となる三つの視点のうちの一つ【場をつくる】のなかで
は、「自ら起点となって社会との架け橋を創る」や「（大学の）公共的な存在意義や機能への
（社会からの）信頼と支持」を重要な事項として位置づけています。また具体的な行動計画
のうちの一つである「社会との協創」のなかでは、産学協創による価値創造などに加えて、
大学と社会をつなぐ双方向リカレント教育の実施（社会課題の抽出、地域課題への取り組み）
が明示されています。 
このような大学を取り巻く環境の変化、ならびに弊学の理念と基本方針に鑑みたとき、弊

研究科・学部として、社会連携をより一層活かした教育・研究・運営について、どのような
全研究科的・全学部的な取り組みをおこなうべきでしょうか。また、どのような個別の論点
に留意し、どのような個別的な取り組みをおこなうべきでしょうか。弊研究科・学部の構成
員としては、学生・教員・職員が想定されます。それぞれの構成員の範疇ごとに、あるいは
それらをまさに包摂するかたちで、どのような理念にもとづき、どのような施策を講ずるべ
きでしょうか。これらについて、運営諮問委員のみなさまに大所高所からの忌憚のないご意
見とご教示を頂戴したいと考えております。 
つきましては、上記諮問事項に関してご意見とご教示をたまわりますよう、お願い申し上

げます。 
 

2022年 12 月 9 日 
東京大学大学院総合文化研究科・教養学部 

研究科長・学部長 森山 工 
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2022年度

役職 氏名 所属

82 助教 清水　隆之 広域システム 公益財団法人 発酵研究所 研究等助成のため 3,000,000

 合　計 3,000,000

2022年度累計 204,306,377

研B　2　号

寄附金・学術指導の受入について

2022年12月15日

受入担当者
寄附者 寄附目的 総額 備考

寄附金

研究支援経費免除

No.
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拡大教授会 

 

 

○ 報告事項 

１．総務委員会報告 

２．研究科長・学部長・研究所長合同会議等報告（総Ｂ３号） 

３．全学安全衛生管理室等会議・事故災害報告(総Ｂ４号)  

４．各委員会報告（経Ｂ１号）（経Ｂ２号）（教Ｂ１号） 

５．その他 

 ・教養学部／教育学部 Safer Space 共催ポストイット・アクションへの投稿について 

 

 

 ○ 議題 

１．東京大学大学院総合文化研究科・教養学部附属教養教育高度化機構に置かれる部門の組織を定める 
内規の一部改正について（総Ｂ７号） 

２．スプリット・アポイントメントの更新申請について（総Ｂ８号） 
３．微生物科学イノベーション連携研究機構について（研Ｂ３号） 
４．「共創研究」社会連携講座について（研Ｂ４号） 
 

 

 

教 授 会 
 
 
○ 議題 
１．次期副研究科長予定者の選挙について（総Ｂ５号） 
２．次期評議員予定者の選考について（総Ｂ６号） 

 
 
○ 教員人事 
    退職転出等             １件 

講   師    提  案     １件 

報  告     ３件          

准  教  授       提  案     ４件 

報  告     ３件  

教   授    提  案     ３件         

         報  告    １２件 

計２７件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２２年１２月１５日 
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 [ 拡大教授会 ]        

委 員 会 関 係 

 

 教 務 委 員 会                 
 

財  務  委  員  会  ・2022 年度 年度末執行に係る伝票等締切日について（経Ｂ１号） 
 ・2022 年度 収入支出見込（2022.11.30 現在）について（経Ｂ２号） 
 教 育 研 究 経 費 委 員 会   

 
 情 報 基 盤 委 員 会   
 
 入 試 委 員 会   ・令和５年度入試に伴う臨時措置（駒場キャンパス）について（教Ｂ１号） 
                    
 学 生 委 員 会   

 
      三 鷹 国 際 学 生 宿 舎 
      運 営 委 員 会  

 
 図 書 委 員 会  
                

 前 期 運 営 委 員 会 
 
 後 期 運 営 委 員 会  

 
 建 設 委 員 会   
 
 環 境 委 員 会   
 

 防 災 委 員 会  
 
 そ の 他   
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拡大教授会および教授会議事要旨(案) 

日 時   ２０２２年１１月２４日（木） １５：００～１６：４１ 

場 所   Ｚｏｏｍ会議 

出席者     ２３３名 

 

議 題 

○ 報告事項 

１．総務委員会報告 

研究科長から、１１月１０日、１１月２４日開催の総務委員会について説明・報告があった。 

２．研究科長・学部長・研究所長合同会議等報告 

研究科長から、１０月２５日、１１月８日、１１月２２日開催の研究科長・学部長・研究所長合同会議

について、資料（総Ａ１号）（総Ａ２号）（総Ｂ２号）に基づき説明・報告があった。 

３．全学環境安全管理室等会議・事故災害報告 

環境安全管理室道上達男室長から、資料(総Ｂ３号) に基づき報告があった。 

４．各委員会報告 

・真船文隆財務委員会委員長から、間接経費の教員配分について、資料（経Ｂ１号）に基づき説明 

があった。 

   ・真船文隆財務委員会委員長から、2022 年度における預託金制度について、資料（経Ｂ２号）に基 

づき説明があった。 

   ・工藤和俊教育研究経費委員会委員長から、2022 年度第 2回教育支援経費配分案について、資料（経 

Ｂ３号）に基づき説明があった。 

・市野川容孝入試委員会委員長から、共通テスト監督補助者の募集掲示について、資料（教Ｂ４号）

に基づき説明があった。 

 ・Hermann Gottschewski オルガン委員会委員長から、オルガン委員会及び東京大学教養学部第 143

回オルガン演奏会について、説明があった。 

５．令和４年度における研究倫理教育の受講の徹底について 

真船文隆副研究科長から、資料（研Ｂ４号）に基づき説明があった。 

 ６．その他 
 ・内田さやか研究科長補佐から、2022 年冬駒場Ⅰキャンパス節電のお願いについて説明があった。 
 ・星埜守之教授から、教養教育高度化機構「アクティブラーニングニュースレター」の発行について 
  説明があった。 

 

○ 審議事項 

１．東京大学大学院総合文化研究科副研究科長選考内規の一部改正について 

   研究科長から、資料（総Ｂ６号）に基づき説明がなされ、審議の結果、了承された。 

２．東京大学教養学部評議員選考内規の一部を改正する規則について  

   研究科長から、資料（総Ｂ７号）に基づき説明がなされ、審議の結果、了承された。 

 ３．連携研究機構の設置について（未来戦略 LCA 連携研究機構） 

   瀬川浩司教授から、資料（研Ｂ３号）に基づき説明がなされ、審議の結果、了承された。 

 ４．東京大学とテヘラン大学との学術交流協定について 

   筒井賢治国際交流・留学生委員会委員長から、資料（教Ｂ１号）に基づき説明がなされ、審議の結果、 

了承された。 

 ５．戦略的パートナーシップ大学プロジェクト国立台湾大学チームへの新規参加について 

   川島真教授から、資料（教Ｂ２号）に基づき説明がなされ、審議の結果、了承された。 
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以下､教授会構成員対象の議題です。 

 
教授会 
 
〇議 題 
１．次期研究科長予定者の選挙について 
次期研究科長予定者の選挙がなされた。 

２．次期副研究科長ならびに次期評議員の選考日程について 

 研究科長から、資料（総Ｂ４号）に基づき説明があった。 
 
〇教員人事 
  講   師    報  告   １件 

准  教  授        報  告   ５件 

教   授    提  案   １件 

         報  告   １件        計８件 

 

         

以上 
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研究科長・学部長・研究所長合同会議

令和4年12月06日 （火） 15:00～

議題及び資料

 学内外情勢

学内外情勢

０１

(資料1)

総長

東京大学における医学部附属病院医療安全監査委員会規則の一部を改正する規則（案）

０２

(資料2)

 東京大学における医学部附属病院医療安全監査委員会規則の一部改正 齊藤理事

「国立大学法人東京大学と独立行政法人理化学研究所との間における連携・協力の推進に関する基本協定
書」の改正について（案）

０３

(資料3)

 東京大学と理化学研究所との間における連携・協力の推進に関する基本協定書の改正 齊藤理事

国立大学法人東京大学と国立大学法人お茶の水女子大学の連携及び協力に関する協定書（案）

０４

(資料4)

 東京大学とお茶の水女子大学の連携及び協力に関する協定書の締結 齊藤理事

 東京大学グローバル教育センターの設置

東京大学グローバル教育センターの設置（報告）

０５

(資料5)

＊報告
林理事

 東京大学ダイバーシティ･インクルージョン推進研究センター（仮称）の設立０６

＊報告
林理事

 SPRING GX 2022年10月採用結果と2023年春募集

SPRING GX 2022年10月採用結果について

０７

(資料7)

＊報告
齊藤理事

 令和5（2023）年度科研費応募状況

令和5（2023）年度科研費応募状況（学内限り）

０８

(資料8)

＊報告
齊藤理事

 2022年度業務改革総長賞表彰

2022年度業務改革総長賞表彰について

０９

(資料9)

＊報告
今泉理事

 本郷構内バス通りの道路交通法に基づく駐車禁止の指定

本郷構内バス通りの道路交通法に基づく駐車禁止の指定について

１０

(資料10)

＊報告
大久保理事

 東京大学統合報告書2022発行及びUTokyoDay2022開催の報告

11-1:東京大学統合報告書2022 -IR Cubed-、11-2:UTokyo Day 2022開催報告

１１

(資料11)

＊報告
相原理事

 「東京大学知的財産報告2022」の発行

12-1:「東京大学知的財産報告書2022」の発行について、12-2:東京大学知的財産報告書2022

１２

(資料12)

＊報告
渡部執行役

 その他

（１）令和4年度東京大学学位記授与式・卒業式及び令和5年度東京大学入学式

令和4年度東京大学学位記授与式・卒業式及び令和5年度東京大学入学式

１３

(資料13)

大久保理事

（２）若手研究者の国際展開事業（2023年度事業）の公募

若手研究者の国際展開事業（2023年度事業）の公募(資料14)

岸執行役

＊審議

＊審議

＊審議

（３）日本学術振興会特別研究員の機関雇用に関するアンケート調査

日本学術振興会特別研究員の機関雇用に関するアンケート(資料15)

齊藤理事

(資料6) 6-1:東京大学ダイバーシティ･インクルージョン推進研究センター（仮称）の設立について（科所長限り）、6-2:
東京大学ダイバーシティ･インクルージョン推進研究センター（仮称）設立準備委員会要綱（科所長限り）

- 15 -

4673670382
テキストボックス
総Ｂ３号




経B１

教養学部等経理課

物件・役務等 振替

用度T 各チーム

検収台帳
納品（完了報告）書

請求書

近距離旅費
請求書

出張（命令・
依頼）申請書

出張報告書 謝金支出伺
支給調書
出勤表等

※⑤
振替依頼書

２ ３ 3月1日（水） 3月1日（水） 1月20日（金） 2月15日（水） 3月1日（水） 3月13日（月）

３ ４ 完了後3日以内 4月3日（月） 2月17日（金）

3月22日（水）

期限以降に
完了する出張
は完了後3日

以内
（ただし年度
最終〆4月3
日（月）厳守）

完了後3日以
内 4月13日（木）

Ａ グループ　※ １ ２ 2月1日（水） 2月1日（水）
12月16日

（金）
1月20日（金）

実施日の2週
間前まで

2月1日（水） 2月13日（月）

Ｂグループ　※ ２ ３ 3月1日（水） 3月1日（水） 1月20日（金） 2月15日（水）
実施日の2週

間前まで
3月1日（水） 3月13日（月）

受託研究、受託事業

※コーポレートカードの利用は１月末までとなります（請求が年度内に間に合わない恐れがあるため）。それ以降は立替払や請求書払で対応をお願いいたします。

①

②

③

④

⑤

⑥

※ 各締切に間に合わない案件は、速やかに担当チームに連絡してください。

報告書の提出を要する外部資金については、上記の書類提出期限にかかわらず、早めの執行額把握にご留意願います。
報告書提出期限が別途定められている外部資金もありますので、担当係にご確認ください。
報告書の提出後の経費振替は不可ですので、上記締切以内に経費の振替の必要がある場合はすみやかに振替依頼を提出し、残額を確認願います。

単純労務謝金・ジュニアスタッフの支給調書・出勤表提出締切については、例月どおり実施月の翌月１日厳守（土日祝の場合は翌業務日）です。

残額の把握にあたっては、上記以外のほか定例的に発生する年間契約、電話料等や人件費などの支出も勘案して下さい。

補助金種目の科研費は年度ごとの管理となるため、最終残額にご留意の上、年度内に必要な執行は上記各提出締切厳守にてご対応ください。
基金種目の科研費については、補助事業期間中であれば年度内に生じた残額を手続きなしで次年度に繰り越すことが可能です（最終年度の場合を除く）。急ぎ年度末に使い切
る必要はありませんので、計画的な執行をお願いいたします。

寄附金については、基本的には、手続きなく翌年度に繰越ができることから、年度末に予算額を使い切る必要はありません。
　※　ただし、助成元の求め等の事情で年度内の経費執行が必要な場合は、最終残額をご留意の上、上記提出締切厳守にてご対応ください。

機関補助金、受託研究については、課題によっては特に早い対応が必要なものもありますので、研究支援Tより個別に連絡します。

※書類が整い次第、締切を待たず速やかにご提出をお願いいたします。

※年度内に発生した検収（納品・完了確認）、出張、謝金が翌年度に書類を提出されることがあります（期ずれ）。年度を過ぎると原則として処理が不可と
なります。　書類の提出漏れがないようご注意ください。

大学運営費（教育研究経費、総長裁量経費及び特定事
業費）

実施日の2週
間前まで

外
部
資
金
等

科学研究費助成事業（科研費）
（他機関からの分担金）

実施日の2週
間前まで

完了後3日以
内 4月13日（木）

機関補助金

共同研究

※ A、Bグループ内
訳は、研究支援Tよ
り別途通知

4月3日（月）

寄附金

2月17日（金）

3月22日（水）

期限以降に
完了する出張
は完了後3日

以内
（ただし年度
最終〆4月3
日（月）厳守）

科学研究費助成事業（科研費）（他機関からの分
担金以外）

３ ４ 3月31日（金）

2022年度　年度末執行に係る伝票等締切日について

日頃より会計処理にご協力いただきましてありがとうございます。

年度末になりますと会計処理の量が膨大となり、毎年事務がひっ迫している現状がございます。過度に年度末に執行が集中することのないよう計画的
に執行をしていただくとともに円滑な年度末の会計処理にご協力いただきたく、下記のとおり物件・役務等、旅費・謝金・振替の書類の提出締切を作成
いたしました。
期限内に書類をご提出いただきますようお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種別・担当T
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出物

　　　　　経費区分

納

品

・

業

務

完

了

月

(

受

払

簿

)

支

払

月

(

収

支

簿

)

旅　　費 謝　　金

備
考

経理T
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経Ｂ２号

１）予算見込額

事項

当初予算 2,352,540 千円 2,352,540 千円

障害者雇用推進経費 36,916 千円 36,916 千円

全学共通経費部局分担金（図書館） ▲ 514 千円 ▲ 514 千円

TSCP促進費徴収分 ▲ 11,982 千円 ▲ 13,358 千円

部局財源の採用承認 ▲ 28,000 千円 ▲ 28,000 千円

年俸制助教ポスト 52,000 千円 52,000 千円

職域限定職員人件費本部負担分 23,600 千円 23,600 千円

旅費ｼｽﾃﾑ引上げ ▲ 252 千円 ▲ 678 千円

事務用電子計算機システム端末 ▲ 8,121 千円 ▲ 8,121 千円

ＰＣＢ廃棄物処理費用部局負担額 ▲ 17,683 千円 ▲ 4,000 千円

外部資金などの間接経費 272,821 千円 272,821 千円

部局収入見合弾力条項分 0 千円 20,812 千円

他部局負担金 23,954 千円 28,000 千円

本部預託金預入額 0 千円 0 千円

前年度専攻等のマイナス執行額返還金 4,419 千円 4,366 千円

本部預託金取り崩し 0 千円 35,000 千円

計 2,699,698 千円 2,771,384 千円

２）支出見込額

事項

当初予算案 954,605 千円 945,288 千円

二次要求事項等 157,858 千円 157,858 千円

教育研究先進化プラットフォームの整備 77,800 千円 74,900 千円

非常勤講師等中央管理教育研究人件費 250,000 千円 230,000 千円

中央管理一般人件費 470,000 千円 470,000 千円

清掃・警備等外部委託費 71,000 千円 74,000 千円

建物等維持管理費 240,000 千円 253,360 千円

その他管理運営費 150,000 千円 156,190 千円

光熱水料 350,000 千円 458,341 千円

計 2,721,263 千円 2,819,937 千円

3)＝1）-2）収支差額 ▲ 21,565 千円 ▲ 48,553 千円

4）2022年度臨時経費

事項

高度教務支援（障碍者学生支援等にかかる部分） 12,000 千円 12,000 千円

TSCP促進事業 22,610 千円 22,610 千円

間接経費の割り戻し分 15,578 千円 18,000 千円

研究支援経費（2回分） 0 千円 40,000 千円

専攻等預託金返還 0 千円 19,260 千円

計 50,188 千円 111,870 千円

5)=3)-4)最終残額見込 ▲ 71,753 千円 ▲ 160,423 千円

２０２２年度収入支出見込（2022.11.30現在）

備考

備考

R4.7本部預託金取り崩し

2022年6月（当初） 2022年11月末見込

備考2022年6月（当初） 2022年11月末見込

2022年6月（当初） 2022年11月末見込
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令和５年度入試に伴う臨時措置（駒場キャンパス）について 

 

令和５年度大学入学共通テスト（令和５年１月14日（土）・15日（日））及び第２次

学力試験（前期日程）（令和５年２月25日（土）・26日（日））の実施のため、次のと

おり入構制限等の臨時措置をとることとする。 

 

１ 授業の休止 

(1) 大学入学共通テスト 

令和５年1月13日（金）は試験場準備のため、原則として授業を休止する。

 

(2) 第２次学力試験（前期日程） 

駒場キャンパスにおける授業ならびに定期試験は終了しているので、この措置

はとらない。 

 

２ 試験場区域 

入試当日、試験場区域はパイロン等によって、その境界を明示する。 

 

３ 入構制限等 

(1) 入構許可 

試験当日は、「受験者」、「本学教職員」、「研究のために特に入構を必要とする

本学大学院の学生・研究生」及び「特に入構を許可された者」は入構できるが、

その他の者の入構は禁止する。 

なお、試験場区域においては、試験の妨げにならないよう静粛にすること。 

(2) 「身分証明書等」の提示 

入構に際しては、次のとおり「身分証明書等」を提示するものとする。 

① 「本学教職員」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・「職員証」 

② 「研究のために特に入構を必要とする本学大学院の学生・研究生 」・・・「学生証・研究生証」 

③ 「特に入構を許可された者」・・・・・・・・・・・・・「入試特別入構証」 

(3) 受験者の入講・出構は、大学入学共通テスト及び第２次学力試験（前期日程）

とも、正門のみとする。 

(4) 「本学教職員」、「研究のために特に入構を必要とする本学大学院の学生・研究

生」及び「特に入構を許可された者」の入・出構は、正門(バレーコート脇含

む)及び坂下門とする。 

(5) 入試当日、西門・北門（野球場門）・裏門・炊事門・梅林門は閉鎖する。 

 

４ 備考 

(1) 報道関係者等 

報道関係者等は、腕章による識別ではなく、本学広報委員会の発行する「入試

特別入構証」を所持する者のみ入構を認める（報道関係者の取り扱いは、本学広

報委員会を通じて行う)。 

(2) 「入試特別入構証」の発行 

「入試特別入構証」の発行手続きは、教養学部総務課総務チームで行う(報道

関係者を除く)。 

(3) その他 

入試当日、車輌の入構は原則として禁止する。 

- 18 -

utotscliroot
教B １号



令和４年  月  日 

 

東京大学大学院総合文化研究科・教養学部附属教養教育高度化機構に置かれる部門の組織を定める内規の一部を改正する規則（案） 

 

改正理由：附属教養教育高度化機構の組織（部門）再編に伴い所要の改正を行う。 

現   行 改   正 

（略） 

 

第２条 部門に、次に掲げる分野を置く。 

部門名 分野 領域 

自然科学教育高度化部門   

科学技術インタープリター養成部門   

社会連携部門   

アクティブラーニング部門   

国際連携部門   

初年次教育部門 人文科学教育研究分野  

環境エネルギー科学特別部門   

実施部門 外国語教育分野  

教養教育専担分野 

 

高等教育融合領域 

高等教育先端領域 

高等教育特定領域Ⅰ 

高等教育特定領域Ⅱ 

高等教育実践領域 

リーディング大学院教育分野  

 

（略） 

（略） 

 

第２条 部門に、次に掲げる分野を置く。 

部門名 分野 領域 

Educational Transformation部門   

国際連携部門   

社会連携部門   

科学技術コミュニケーション部門   

環境エネルギー科学特別部門   

Diversity & Inclusion部門 社会科学教育研究分野  

実施部門 外国語教育分野  

教養教育専担分野 高等教育融合領域 

高等教育先端領域 

高等教育特定領域Ⅰ 

高等教育特定領域Ⅱ 

高等教育実践領域 

リーディング大学院教育

分野 
 

 

（略） 

  附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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教養教育⾼度化機構

初年次教育部⾨

国際連携部⾨

アクティブラーニング部⾨

環境エネルギー科学特別部⾨

Educational 
Transformation（EX）部⾨

国際連携部⾨

環境エネルギー科学特別部⾨

科学技術インタープリター
養成部⾨

科学技術コミュニケーション部⾨

社会連携部⾨

D & I 部⾨

⾃然科学教育⾼度化部⾨

社会連携部⾨
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教養教育⾼度化機構（KOMEX）
Educational Transformation （EX）部⾨

基礎科⽬

初年次教育を中⼼に、教育DXにより教養教育の質的転換をはかる
（教育DXを活⽤したアクティブラーニング（AL）⼿法の⾼度化）

開発⼒

分析⼒発信⼒

・対⾯・オンライン授業における効率的なAL⼿法の開発
・教育DXによる教育ツールの開発
・教科書・教材の発刊
・⾃然科学解析ツール（MatLabなど）の普及活動
・⾃然科学教育ツール・動画の開発
・オンラインを活⽤した⾃然科学実習の開発
・KALSのアップデート

・教育成果の可視化
・短期的・⻑期的教育データの蓄積
・教育ビッグデータの統計的解析
・教育改善サイクルの構築・提案

Ver 3.0 221209

・新たな教養教育の情報発信
・印刷物・ HP・SNSを活⽤した情報発信
・学⽣・教員に対するワークショップ
・卒業⽣との連携
・部局間、部局内への情報発信による

連携強化
・国内外の⾼等教育機関への発信
・シンポジウムの開催

教養教育の実践
展開科⽬ 主題科⽬

・EX部⾨教員による授業の実践

・授業の運営・ロジスティクス
・共通授業の担当
・担当教員のFD
・TAトレーニング
・ラーニングコモンズでの学修⽀援

⼤学総合教
育研究セン

ター

情報学環

本部IR室

部局間連携

情報基盤セ
ンター

部局内連携

⽂理各専
攻・系・

部会

KOMEX
他部⾨

教育データ
分析室

駒場アカデ
ミックライ
ティングセン
ター

３つの⼒のサイクルによる
教育の質的変換（EX)

３つの⼒のサイクルによる
教育の質的変換（EX)

多様な社会問題を発⾒し、解決できる学⽣を養成する- 23 -



 

別紙様式８ 

 

令和 年 月 日 
 

スプリット・アポイントメント申請書 
 
                       部 局 長 名 ：大学院総合文化研究科長            
 

フ リ ガ ナ カンシャ ヤスキ 

職 名 准教授 
氏  名 苷蔗 寂樹 

生年月日（年齢） 昭和５３（1978）年 ６月２６日（４５歳） 

スプリット・アポイント

メントを適用する営利

企業の情報 

営 利 企 業 の 

名 称 
ダイキン工業株式会社 

営 利 企 業 の 

事 業 内 容 

「空調」「化学」「フィルタ」を柱に多彩な製品とサー

ビスをグローバル市場で展開 

従事する職名 主任技師 

従 事 場 所 ダイキン工業テクノロジー・イノベーションセンター 

従事内容及び

責 任 の 程 度 

ダイキン工業のサービス・商品に適用するための技術開

発リーダー 

本学との利害

関 係 の 有 無 
共同研究：有 

期      間 令和５（2023）年４月１日～令和６（2024）年３月３１日（更新） 
（前期間：令和４（2022）年４月１日～令和５（2023）年３月３１日） 

業務割合及び報酬額等 

本  学：８０％ 適 用 給 与 教（一） ・ 年俸制 

営利企業：２０％ 給与の支給方法 個 別 ・ 一 括 

営利企業の業務に連続 
して１月を超える期間 
従事する場合の期間 

令和  年  月  日～令和  年  月  日 

研究成果の取り扱い 
原則として、それぞれの機関における業務の結果生じた研究成果の取扱い

は、それぞれの機関の規則によることとし、疑義が生じたときには協議の

うえ決定する。 
①目的に合致すること

への具体的説明 
（本学の研究力強化、営利企

業との連携・協力による本学

の研究基盤の強化、本学教員

の研究の一層の発展並びに

東京大学としての社会的貢

献） 

当該教員は産業プロセスの省エネルギー化において多くの研究開発実績

を有する。また、所属する総合文化研究科附属国際環境学教育機構におい

てエネルギー問題のみならず大気や水環境の改善技術の研究開発を実施

している。ダイキン工業株式会社は空調機メーカーとして世界トップシェ

アである。本スプリットアポイントにより、両者は世界最先端の空調機器

や空気環境計測・制御技術の知見を共有することができる。これらの知見

は、快適性の新規基準の設定およびセンシング技術に関する研究の深化・

促進につながり、省エネルギー技術の研究開発や大気環境改善の研究基盤

となる。ダイキン工業株式会社はメーカーということで社会のニーズに即

座に対応が求められる。そのため、当該教員も昨今のコロナウィルスへの

対応を考慮して換気と省エネの両立を目指すことや、さらには空気清浄機

との連携した空調技術の開発といったこれまで検討していなかった分野

についての研究開発にも携わっている。また、当該教員が実際に実験サイ

トとなる建物を訪問し、検討内容の説明のみならず、天井裏や床下にある

（案）
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空調配管の構造の確認も行うといった機会を得た。特に、当該教員がこれ

まで主として来た産業部門の検討をダイキン工業が得意とする業務や家

庭部門に拡張して検討することで社会全体さらには、地球規模の研究開発

につなげることができる。また、研究成果を、本学の教員と共有すること

で、本学全体の研究基盤の強化を図る。実際、令和 3 年 1 月からのスプ
リットアポイントメント期間において当該教員がダイキン工業の空調機

に使われている制御手法や運転時の問題点などを技術者より直接的に学

ぶとともに、当該教員が有する最新の制御運転手法やデータ解析手法をダ

イキン工業技術者に指導し、お互いの検討水準の強化を図ってきた。さら

には、営利企業との連携という強みを生かし、研究成果の社会実装を促進

することができる。この間において東京大学の技術を基盤に東京大学とダ

イキン工業株式会社の共同でセンシング技術に関する特許出願を行った。

さらには、ダイキン工業株式会社内において携わった課題についても特許

を出願するとともに更なる成果発表の可能性も検討している。今後、それ

らの技術を実機に導入するための検討も進めている状況にある。長期的に

は、本学とダイキン工業の更なる人的交流の強化および相互の技術的な連

携・協力にもつながるといえるが、東京大学の学生や研究員がダイキン工

業株式会社を実際に訪問する機会を設けること、当該研究員が所属する国

際環境学教育機構のフィールドワークの講義をダイキン工業株式会社の

協力のもと行うことの可能性についての検討を当該教員が中心となって

引き続き進めている。 
②部局が責任をもって

支援し、当該教員の教育

研究活動及び部局の研

究教育と運営が支障な

く遂行できるものであ

ることへの具体的説明 
（本学教員の勤務割合が

50％未満の場合は、別紙に記
載） 

当該教員の教育研究活動については、担当講義数（演習等も含む）を軽減

するとともに学内諸業務の質的軽減に努める。そのための代替講義担当者

や事務職員は当該教員所属の総合文化研究科附属国際環境学教育機構に

対して手当てする。実際に、この手当により国際環境学教育機構では専任

の助教を雇用している。部局の研究教育と運営については、エフォート率

20％に相当する講義担当者および事務職員を確保することによって、部
局全体での教職員と各種業務の割り当て見直しを行う。 

③部局において利益相

反に関する管理が適切

に行われることへの具

体的説明 

東京大学利益相反ポリシーに基づき、総合文化研究科利益相反アドバイザ

ー機関が、当該教員の利益相反行為に関する相談に応じるとともに、必要

な助言、指導及び定期的な確認を行うなど適切な利益相反マネジメントを

行っている。万が一、利益相反が生じる事由が発生する恐れがある場合は、

総合文化研究科長と相談のうえ、東京大学利益相反マネジメント委員会規

則に従い、東京大学利益相反マネジメント委員会の助言又は指導を仰ぐと

ともに、必要に応じて教授会にはかり、適切な利益相反マネジメントを行

うものとする。 
④本学教員としての倫

理が保持されるもので

あることへの具体的説

明 

ダイキン工業と本学における「産学協創協定」の目的を遵守するとともに、

教職員倫理規定、情報倫理規定及び研究倫理に関する諸規則を遵守する旨

が協定書に規定されるので、本学勤務中は本学の教職員倫理規定の適用を

受ける。つきましては、スプリット・アポイントメントに影響されること

なく、本学教員としての倫理は保持されることとなる。 
⑤その他職務の公正性、

透明性及び信頼性が確

保されるものであるこ

とへの具体的説明 

ダイキン工業と本学における「産学協創協定」の元で行われるスプリット・

アポイントメントであり、本学での業務とダイキン工業での業務について

は、業務内容と業務時期がそれぞれ明確に定められ、協定書において明文

化される。また、守秘義務についても協定書に規定されるので、職務の公

平性、透明性及び信頼性は問題なく確保される。 

特 記 事 項 
スプリット・アポイントメント期間は、ダイキン工業との産学協創協定満

了を越えない範囲において、単年度ごとの更新とする。 
教授会承認日：令和 年 月 日 
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※年齢は、スプリット・アポイントメント開始年度における年度末年齢 
本件担当：本部人事企画課人事制度チーム 
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【参考】「東京大学教員の新たな人事制度の取扱い」より抜粋
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研B3号
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微生物科学イノベーション連携研究機構の概要の新旧対照表 

 

変更概要：総合文化研究科および先端科学技術研究センターが連携部局に加わることに伴い、変更申請を行うもの。 

 

変更箇所 

（番号・項目） 

現   行 変 更 後 

1.変更予定年月日 令和 3 年 4 月 1 日（設置年月日：平成 30 年 4 月 1 日） 令和 5(2023)年 4 月 1 日（設置年月日：平成 30(2018)年 4 月 1

日） 

2.連携部局名 農学生命科学研究科・工学系研究科・理学系研究科・薬学系

研究科・新領域創成科学研究科・医科学研究所・定量生命科

学研究所・大気海洋研究所・環境安全研究センター 

農学生命科学研究科（主幹部局） 

工学系研究科 

理学系研究科 

総合文化研究科 

薬学系研究科 

新領域創成科学研究科 

医科学研究所 

定量生命科学研究所 

大気海洋研究所 

先端科学技術研究センター 

環境安全研究センター 
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8.参画教員 １．連携研究機構の長 

氏名 職名 所属 

大西 康夫 教授 農学生命科学研究科・応用生命

工学専攻 

 

２．その他の参画教員（先頭に主幹部局、その他の部局は官制

順に記載） 

部局名 農学生命科学研究科 

氏名 職名 所属 

妹尾 啓史 教授 応用生命化学専攻 

石井 正治 教授 応用生命工学専攻 

堀内 裕之 教授 応用生命工学専攻 

伏信 進矢 教授 応用生命工学専攻 

吉田 稔 教授 応用生命工学専攻 

清水 謙多郎 教授 応用生命工学専攻 

葛山 智久 教授 応用生命工学専攻 

尾仲 宏康 特任教授 応用生命工学専攻 

勝山 陽平 准教授 応用生命工学専攻 

新井 博之 准教授 応用生命工学専攻 

有岡 学 准教授 応用生命工学専攻 

足立 博之 准教授 応用生命工学専攻 

福田 良一 准教授 応用生命工学専攻 

寺田 透 准教授 応用生命工学専攻 

丸山 潤一 特任准教授 応用生命工学専攻 

野田 陽一 特任准教授 応用生命工学専攻 

原  啓文 特任准教授 応用生命工学専攻 

大塚 重人 准教授 応用生命化学専攻 

舘川 宏之 准教授 応用生命化学専攻 

鈴木 道生 准教授 応用生命化学専攻 

１．連携研究機構の長 

氏名 職名 所属 

大西 康夫 教授 農学生命科学研究科・応用生命

工学専攻 

 

２．その他の参画教員（先頭に主幹部局、その他の部局は官制順に

記載） 

部局名 農学生命科学研究科 

氏名 職名 所属 

妹尾 啓史 教授 応用生命化学専攻 

鈴木 道生 教授 応用生命化学専攻 

石井 正治 教授 応用生命工学専攻 

堀内 裕之 教授 応用生命工学専攻 

伏信 進矢 教授 応用生命工学専攻 

吉田 稔 教授 応用生命工学専攻 

清水 謙多郎 教授 応用生命工学専攻 

葛山 智久 教授 応用生命工学専攻 

尾仲 宏康 特任教授 応用生命工学専攻 

丸山 潤一 特任教授 応用生命工学専攻 

勝山 陽平 准教授 応用生命工学専攻 

新井 博之 准教授 応用生命工学専攻 

有岡 学 准教授 応用生命工学専攻 

足立 博之 准教授 応用生命工学専攻 

福田 良一 准教授 応用生命工学専攻 

寺田 透 准教授 応用生命工学専攻 

野田 陽一 特任准教授 応用生命工学専攻 

原  啓文 特任准教授 応用生命工学専攻 

大塚 重人 准教授 応用生命化学専攻 

舘川 宏之 准教授 応用生命化学専攻 
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西村 慎一 講師 応用生命工学専攻 

浅水 俊平 特任講師 応用生命工学専攻 

砂川 直樹 特任講師 応用生命工学専攻 

手塚 武揚 助教 応用生命工学専攻 

荒川 孝俊 助教 応用生命工学専攻 

小川 哲弘 助教 応用生命工学専攻 

森脇 由隆 助教 応用生命工学専攻 

亀谷 将史 助教 応用生命工学専攻 

山田 千早 助教 応用生命工学専攻 

岩間  亮 助教 応用生命工学専攻 

片山 琢也 特任助教 応用生命工学専攻 

鈴木 研志 特任助教 応用生命工学専攻 

五十嵐圭日子 教授 生物材料科学専攻 

門田 幸二 准教授 アグリバイオインフォマテ

ィクス教育研究ユニット 

八村 敏志 准教授 附属食の安全研究センター 

野尻 秀昭 教授 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

西山 真 教授 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

川崎 寿 特任教授 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

古園 さおり 准教授 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

富田 武郎 特任准教授 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

水口 千穂 助教 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

吉田 彩子 助教 附属アグロバイオテクノロ

西村 慎一 講師 応用生命工学専攻 

浅水 俊平 特任講師 応用生命工学専攻 

砂川 直樹 特任講師 応用生命工学専攻 

増田 曜子 助教 応用生命化学専攻 

手塚 武揚 助教 応用生命工学専攻 

荒川 孝俊 助教 応用生命工学専攻 

小川 哲弘 助教 応用生命工学専攻 

森脇 由隆 助教 応用生命工学専攻 

亀谷 将史 助教 応用生命工学専攻 

山田 千早 助教 応用生命工学専攻 

岩間 亮 助教 応用生命工学専攻 

片山 琢也 特任助教 応用生命工学専攻 

鈴木 研志 特任助教 応用生命工学専攻 

五十嵐圭日子 教授 生物材料科学専攻 

角田 茂 准教授 獣医学専攻 

門田 幸二 准教授 アグリバイオインフォマティ

クス教育研究ユニット 

八村 敏志 准教授 附属食の安全研究センター 

野尻 秀昭 教授 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

西山 真 教授 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

川崎 寿 特任教授 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

古園 さおり 准教授 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

富田 武郎 特任准教授 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

水口 千穂 助教 附属アグロバイオテクノロジ
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ジー研究センター 

浜本 晋 特任助教 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

篠田 恵子 特任助教 附属アグロバイオテクノロ

ジー研究センター 

 

部局名 工学系研究科 

氏名 職名 所属 

古米 弘明 教授 水環境工学研究センター 

片山 浩之 教授 都市工学専攻 

春日 郁朗 准教授 都市工学専攻 

飛野 智宏 講師 都市工学専攻 

栗栖 太 准教授 水環境工学研究センター 

津本 浩平 教授 バイオエンジニアリング専

攻 

 

部局名 理学系研究科 

氏名 職名 所属 

鈴木 庸平 准教授 地球惑星科学専攻 

砂村 倫成 助教 地球惑星科学専攻 

松井  求 助教 生物科学専攻 

 

部局名 薬学系研究科 

氏名 職名 所属 

阿部 郁朗 教授 薬科学専攻 天然物化学専

門分野 

淡川 孝義 准教授 薬科学専攻 天然物化学専

門分野 

森  貴裕 助教 薬科学専攻 天然物化学専

ー研究センター 

吉田 彩子 助教 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

浜本 晋 特任助教 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

篠田 恵子 特任助教 附属アグロバイオテクノロジ

ー研究センター 

 

部局名 工学系研究科 

氏名 職名 所属 

片山 浩之 教授 都市工学専攻 

飛野 智宏 講師 都市工学専攻 

栗栖 太 教授 水環境工学研究センター 

津本 浩平 教授 バイオエンジニアリング専攻 

 

部局名 理学系研究科 

氏名 職名 所属 

鈴木 庸平 准教授 地球惑星科学専攻 

砂村 倫成 助教 地球惑星科学専攻 

 

部局名 総合文化研究科 

氏名 職名 所属 

太田 邦史 教授（理事・

副学長） 

広域科学専攻生命環境科学系 

加納 純子 教授 広域科学専攻生命環境科学系 

晝間 敬 准教授 広域科学専攻生命環境科学系 

小田 有沙 助教 広域科学専攻生命環境科学系 

澤井 哲 教授 広域科学専攻相関基礎科学系 

若本 祐一 教授 広域科学専攻相関基礎科学系 
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門分野 

牛丸 理一郎 助教 薬科学専攻 天然物化学専

門分野 

 

部局名 新領域創成科学研究科 

氏名 職名 所属 

大矢 禎一 教授 先端生命科学専攻 

岩崎  渉 教授 先端生命科学専攻 

鈴木 邦律 准教授 先端生命科学専攻 

佐藤 弘泰 准教授 新領域・社会文化環境学専

攻 

吉澤  晋 准教授 自然環境学専攻 

 

部局名 医科学研究所 

氏名 職名 所属 

井元 清哉 セ ン タ ー

長・教授 

ヘルスインテリジェンスセ

ンター 

植松  智 特任教授 国際粘膜ワクチン開発研究

センター 

 

部局名 定量生命科学研究所 

氏名 職名 所属 

白髭 克彦 所長・教授 ゲノム情報解析研究分野 

小林 武彦 教授 ゲノム再生研究分野 

新藏 礼子 教授 免疫・感染制御研究分野 

 

部局名 大気海洋研究所 

氏名 職名 所属 

浜崎 恒二 教授 海洋生態系動態部門 微生

島田 奈央 助教 広域科学専攻相関基礎科学系 

 

部局名 薬学系研究科 

氏名 職名 所属 

阿部 郁朗 教授 薬科学専攻 天然物化学専門

分野 

淡川 孝義 准教授 薬科学専攻 天然物化学専門

分野 

森  貴裕 助教 薬科学専攻 天然物化学専門

分野 

牛丸 理一郎 助教 薬科学専攻 天然物化学専門

分野 

 

部局名 新領域創成科学研究科 

氏名 職名 所属 

大矢 禎一 教授 先端生命科学専攻 

岩崎 渉 教授 先端生命科学専攻 

鈴木 邦律 准教授 先端生命科学専攻 

松井 求 特任助教 先端生命科学専攻 

佐藤 弘泰 教授 新領域・社会文化環境学専攻 

吉澤 晋 准教授 自然環境学専攻 

 

部局名 医科学研究所 

氏名 職名 所属 

井元 清哉 セ ン タ ー

長・教授 

ヘルスインテリジェンスセン

ター 

植松 智 特任教授 国際粘膜ワクチン開発研究セ

ンター 
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物分野 

 

部局名 環境安全研究センター 

氏名 職名 所属 

布浦 鉄兵 准教授  

江帾 正悟 准教授  
 

部局名 定量生命科学研究所 

氏名 職名 所属 

白髭 克彦 所長・教授 ゲノム情報解析研究分野 

小林 武彦 教授 ゲノム再生研究分野 

新藏 礼子 教授 免疫・感染制御研究分野 

 

部局名 大気海洋研究所 

氏名 職名 所属 

浜崎 恒二 教授 海洋生態系科学部門 微生物

グループ 

 

部局名 先端科学技術研究センター 

氏名 職名 所属 

春日 郁朗 准教授 共創まちづくり分野 

 

部局名 環境安全研究センター 

氏名 職名 所属 

布浦 鉄兵 准教授  
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10. 組織・運営体

制 

（部局間等連携体

制） 

 

   予算運用体制 

 

実施予定期間にお

ける年度別予算運

用計画 

  
R2 年

度 

R3 年

度 

R4 年

度 

R5 年

度 
R6 年度 計 

 事業総額 300 300 300 300 300 1500 

 人件費 27 27 27 27 27 135 

 

 事業実施費  

※研究に直接関

係する費用  

270 270 270 270 270 1350 

  

運営費 

※事業実施費以

外の、連携研究

機構を運営する

ための費用（環境

整備費等）  

3 3 3 3 3 15 

 

  

令和

5(2023)

年度 

令和

6(2024)

年度 

令和

7(2025)

年度 

令和

8(2026)

年度 

令和

9(2027)

年度 

計 

 事業総額 300 300 300 300 300 1500 

 人件費 27 27 27 27 27 135 

 

 事業実施費  

※研究に直接

関係する費用  

270 270 

  

270 270 270 1350 

  

運営費 

※事業実施費

以外の、連携研

究機構を運営

するための費用

（環境整備費

等） 

3 3 3 3 3 15 

 

11.設置予定期間

及び自己評価を行

う時期 

期間：平成 30 年 4 月 1 日 ～令和 10 年 3 月 31 日 

自己評価実施予定時期：令和 3 年度 

期間：平成 30(2018 )年 4 月 1 日 ～令和 10 (2028)年 3 月 31 日 

自己評価実施予定時期：令和 4(2022)年度（中間評価） 

13.本学の基本方

針との具体的関連

性 

 卓越した微生物科学研究組織による部局を超えた人的ネットワ

ークの形成、企業との提携と教育制度の併設による人材輩出シス

テムの創成は、UTokyo COMPASS における 3 つの視点

（Perspective）「知をきわめる」、「人をはぐくむ」、「場をつ

くる」のすべてに資するともに、自律的で創造的な大学活動のた

めの経営力の確立にも貢献できる。 
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17.部局教授会等

承認年月日 

農学生命科学研究科       令和 2 年 1 月 16 日承認 

工学系研究科             令和 2 年 2 月 6 日承認 

理学系研究科              令和 2 年 2 月 19 日承認 

薬学系研究科             令和 2 年 3 月 9 日承認 

新領域創成科学研究科     令和 2 年 2 月 13 日承認 

医科学研究所             令和 2 年 2 月 20 日承認 

定量生命科学研究所       令和 2 年 2 月 20 日承認 

大気海洋研究所           令和 2 年 2 月 27 日承認 

生物生産工学研究センター 令和 2 年 2 月 13 日承認 

環境安全研究センター     令和 2 年 1 月 21 日承認 

農学生命科学研究科    令和 4 年 月 日承認 

工学系研究科       令和 4 年 月 日承認 

理学系研究科        令和 4 年 月 日承認 

総合文化研究科      令和 4 年 月 日承認 

薬学系研究科       令和 4 年 月 日承認 

新領域創成科学研究科   令和 4 年 月 日承認 

医科学研究所       令和 4 年 月 日承認 

定量生命科学研究所    令和 4 年 月 日承認 

大気海洋研究所      令和 4 年 月 日承認 

先端科学技術研究センター 令和 4 年 月 日承認 

環境安全研究センター   令和 4 年 月 日承認 
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（    年  月  日    承認時点）             （社会連携講座等様式） 

                                     【新規】 

東京大学     「共創研究」社会連携講座の概要 

1. 設置年月日 

（設置期間） 

2023年  4月  1日 

（2023年4月1日～2026年3月31日 3年間） 

2.  部局名 東京大学 大学院総合文化研究科 

3.  社会連携講座等の名称 （和文）共創研究 

（英文）Collective intelligence research 

4.  連携機関名 江崎グリコ株式会社 

5.  連携機関の概要 （1）創立年月日 1922年(大正11年) 2月11日 

（2）設立年月日 1929年(昭和4年)  2月  

（3）資本金   77億73百万円 

（4）収益    連結338,571百万円 

                 単体234,746百万円（2021年12月31日期） 

（5）従業員数  連結5,321人 

         単体1,424人（2021年12月31日現在） 

（6）事業の内容（概略） 

菓子、冷菓、食品、牛乳・乳製品の製造および販売 

6. 社会連携講座等経費額 総額            90,000,000円 

うち基礎的経費             66,692,310円 

研究支援経費            20,007,690円 

研究料               3,300,000円 

7. 支払方法及び時期 2023年4月 30,000,000円 

2024年4月 30,000,000円 

2025年4月 30,000,000円 

8. 担当教員 池上高志   教授（特任教授兼務予定） 

茂木健一郎 客員教授（特任教授兼務予定） 

9. 研究及び教育目的  創造性とコミュニケーションが同時に創発する「集団的知能」

（collective intelligence）を基盤として広く関連する研究、教育を

行う。人と人とが共同して創造性を発揮し、ウェルネスや幸福を生

み出すメカニズムの解明のために、脳科学、認知科学、人工知能、

人工生命、ロボティックス、生命科学、医学、マーケティングなど

の観点から総合的に研究する。 

10. 研究及び教育内容･研究課

題等 

 創造性が人間のウェルネスや幸福につながることを示唆するデー

タに注目し、脳と身体の結びつきや、学習、アンチエイジングの関連

研究、教育を行う。お互いの感情を受け止め合う社会的感受性や、話

者交代の認知メカニズム、食品や飲料を通した脳腸相関のメカニズ

ム、心理学、マーケティング、ロボティックス、群知能の研究、教育

を進める。 

11. 期待される成果  共創を支える人工知能、インターフェース、情報関連技術の基礎的

知見を得ることで、テレワークやメタバース、マーケティングにも応

用可能な技術開発へのシーズを得る。脳と身体、及び社会的コミュニ

ケーションの相乗作用を通して、幼児の学習からアンチエイジングに

まで応用可能な人間中心の科学的知見、技術の開発、おいしさと健康

の促進へとつながる成果を得る。 

12. 備         考   年  月  日    承認（   ） 

 

研B4号
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